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：再評価

①事業採択後、5年以上経過した時点で未着工

②事業採択後、10年以上を経過した時点で継続中の事業

③準備・計画段階で5年間が経過している事業

④再評価実施後、5年間が経過している事業
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埼玉県
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栃木県
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一般部 橋梁部

１．事業の目的と計画の概要１．事業の目的と計画の概要
（1）目的
・東名高速へのアクセス性の向上
・慢性的な交通渋滞の解消
・道路の環境改善

（2）計画の概要

区 間 自）神奈川県横浜市都筑区牛久保町

至）神奈川県横浜市青葉区藤が丘一丁目

延長幅員 L=4.5km W=30.0ｍ～41.9ｍ

構造規格 第４種第１級 設計速度 V=60km/h

車線数 ４車線

事業化 昭和50年度

事業費 約５５０億円

計画交通量 52,300～66,400台/日

かながわ つづきく うしくぼちょうよこはま

かながわ あおばく ふじがおかよこはま

標準断面図

市ヶ尾立体
平成9年度供用済み
新石川立体
平成17年度供用済み

事業周辺地域の開発状況
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２．事業の必要性に関する視点（渋滞）２．事業の必要性に関する視点（渋滞）

3

渋滞発生状況

出典：H18プローブデータ、
県内平均値：「平成18年度達成度報告書・平成19年度業績計画書」 （国土交通省）
都道府県別の総損失時間

期待される効果

道路拡幅に伴う右折レーン設置により走行速度の向上

現地の状況

右折と直進の混在レーンによる右折待ち車両の存在
（荏田町交差点）

渋滞損失額：約３６億円/年

・東名高速へのアクセス性の向上や慢性的な交通渋滞の解消のため、市ヶ尾交差点・新石川交

差点の立体化など約2.6ｋｍを供用。

・当該事業区間は港北ニュータウンの開発などにより交通量が増加し、江田駅東交差点や荏田

町交差点などで慢性的な渋滞が発生。

・渋滞損失額は約３６億/年である。
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２．事業の必要性に関する視点（安全）２．事業の必要性に関する視点（安全）
・当該事業区間は、歩道幅員が1.5ｍ程度しかなく、歩行者と車椅子または自転車とのすれ違い
の困難な区間が存在。

・右折レーンのない荏田交差点や荏田町交差点では、追突や右折事故が全体の約5～8割発生。

国道246号 横浜青葉ＩＣ関連 Ｌ＝４．５km

歩
道
幅
員 2.0ｍ以上 1.5  ～2.0ｍ

1.5～2.0ｍ

2.0ｍ以上1.5～
2.0ｍ

下
り

2.0ｍ以上上
り

狭い歩行空間（市ヶ尾駅前交差点付近）

狭い歩行空間と車道を走行する自転
車（荏田交差点）

写真撮影箇所

通学路

2.0ｍ以上1.5～
2.0ｍ

追突
43%

出会い頭
19%

右折
8%

左折
5%

その他
14%

人対車両
11%

車両単独
0%

正面衝突
0%

追突と右折時事故で
全事故の 約５割

出典：H15-H18交通事故統合データベース

追突
60%

出会い頭
7%

右折
20%

左折
2%

その他
11%

人対車両
0%
正面衝突
0%

車両単独
0%

追突と右折時事故で
全事故の 約８割

歩道の設置状況と事故発生状況

※ 出典：（財）交通事故分析センター
研究会資料より

右折レーン設置により
右折事故が約５割※

追突事故が約２割※の減少

荏田町交差点 荏田交差点

現地の状況

追突事故の発生時の状況（荏田交差点）

期待される効果

市ヶ尾立体 L=1.1km 新石川拡幅 L=0.8km 新石川立体 L=1.1km市ヶ尾拡幅 L=1.1km

江田地区 L=0.4km

江田拡幅
L=0.4km

市ヶ尾地区L=2.2km 新石川地区L=1.9km

市ヶ尾交差点

新石川交差点

横浜青葉ＩＣ

2.0ｍ以上

2.0ｍ 以上

通学路
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２．事業の必要性に関する視点（環境）２．事業の必要性に関する視点（環境）

・当該事業区間には、騒音の夜間要請限度（70dB）を超えている区間が存在。

国道246号 横浜青葉ＩＣ関連 Ｌ＝４．５km

沿道に近接する民家など
（荏田町付近）

写真撮影箇所

期待される効果

環境センサス測定ポイント

要請限度の
達成状況

○75dB昼間

77dB

騒音
ﾚﾍﾞﾙ

×夜間

要請限度の
達成状況

○71dB昼間

72dB

騒音
ﾚﾍﾞﾙ

×夜間

要請限度の
達成状況

×77dB昼間

77dB

騒音
ﾚﾍﾞﾙ

×夜間

○69dB昼間

67dB

騒音
ﾚﾍﾞﾙ

○夜間

要請限度の
達成状況

騒音発生状況 H18道路環境ｾﾝｻｽより

車両からの距離が整備前より遠いため騒音が小さい

道路拡幅による発生源からの距離減衰効果と低騒音舗装等により、夜間要請限度の達成に寄与

75dB昼間

70dB夜間

騒音の要請限度

整備後整備前 すきまに空気が抜け、音が生じにくい

現地の状況

市ヶ尾立体 L=1.1km 新石川拡幅 L=0.8km 新石川立体 L=1.1km市ヶ尾拡幅 L=1.1km

江田地区 L=0.4km

江田拡幅
L=0.4km

市ヶ尾地区L=2.2km 新石川地区L=1.9km

市ヶ尾交差点

新石川交差点

横浜青葉ＩＣ
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３．整備効果事例 ～新石川交差点立体化の効果事例～３．整備効果事例 ～新石川交差点立体化の効果事例～

・新石川交差点は、神奈川県内の国道２４６号では渋滞「ワースト３」。

・当該交差点の渋滞解消等を目指した立体化事業。

・渋滞が解消したことによる経済効果は年間２０億円。
事例の概要 整備効果 ～渋滞緩和～

交通の円滑化、交通安全を確保し、横浜市北部地域の交通対策に貢献する
とともに、道路環境と住環境の改善を目的とした改築事業

整備前：東京方面を望む
Ｈ１７．２．２３

整備後：東京方面を望む
Ｈ１８．３．７

現地の状況

整備後

整備前

荏田綱島線

鷺
沼
二

関
根
橋

荏
田 新

石
川

至
東
京

至
厚
木

経済効果年間２０億円
渋滞損失時間６５万人時間／年の削減

荏田綱島線

鷺
沼
二

関
根
橋

荏
田 新

石
川

至
東
京

至
厚
木

費用換算
：35億円/年

渋滞損失時間
：115万人時間/年

費用換算
：15億円/年

渋滞損失時間
：50万人時間/年
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■■事業全体事業全体

注1）費用及び便益額は整数止めとする。
注2）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。
注3）便益・費用については、基準年における現在価値化後の値である。
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基準年：平成20年度

8億円

維持管理費

735億円727億円
１．６

総費用事業費
費用費用((ＣＣ))

1,145億円40億円93億円1,012億円

費用便益比

（Ｂ／Ｃ）

総便益
交通事故減
少便益

走行経費減
少便益

走行時間短
縮便益便益便益((ＢＢ))

■■残事業残事業

8億円

維持管理費

59億円51億円
０．０総費用事業費

費用費用((ＣＣ))

0.0億円0.0億円0.0億円0.0億円

費用便益比

（Ｂ／Ｃ）

総便益
交通事故減
少便益

走行経費減
少便益

走行時間短
縮便益便益便益((ＢＢ))

４．費用対効果４．費用対効果



Ｈ10．3月供用
Ｌ＝１．１km

事業中
L=１．１km

事業中
L=０．８km

Ｈ18．3月供用
Ｌ＝１．１ｋｍ

５．事業進捗の見込みの視点５．事業進捗の見込みの視点
・国道246号横浜青葉ＩＣ関連の経緯
S39年度 都市計画決定 H 6年度 江田地区拡幅供用

S50年度 事業化（市ヶ尾地区立体部） H 7年度 事業化（新石川地区）

S54年度 都市計画変更 H9年度 市ヶ尾立体、横浜青葉IC供用

事業化（市ヶ尾地区拡幅部） H17年度 新石川立体供用

S61年度 事業化（江田地区） H19年度 江田駅東交差点右折レーン延伸
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国道246号 横浜青葉ＩＣ関連 Ｌ＝４．５km
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用地取得率：８３．１％
（事業化区間4.5kmの面積ベース）

市ヶ尾立体

H6
供用
L=0.4km

市ヶ尾拡幅
江田
拡幅 新石川拡幅 新石川立体

市ヶ尾交差点

新石川交差点

横浜青葉ＩＣ

江田地区 L=0.4km市ヶ尾地区
L=2.2km

新石川地区
L=1.9km
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５ ．事業進捗の見込みの視点５ ．事業進捗の見込みの視点
未供用区間・暫定供用区間にかかる工程表
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６．今後の対応方針（原案）６．今後の対応方針（原案）
（1）事業の必要性等に関する視点

・当該事業区間は、港北ニュータウンの開発などにより、交通量が増加し、荏田などの交
差点では慢性的な渋滞が発生。

・当該事業区間は、歩行者と自転車等のすれ違い困難な歩道の狭い区間が存在。また、
荏田などの右折レーンのない交差点では、追突事故や右折事故が発生。

・当該事業区間は、騒音の夜間要請限度を超えている区間が存在。

・費用対効果（B／C)は1.6である。

（2）事業進捗の見込みの視点

・用地取得率は約８３％（市ヶ尾地区拡幅部約８８％、新石川地区拡幅部約１８％）。

・用地取得及び工事を促進。

・今後は、歩道拡幅や右折レーン設置などの沿道環境及び交通安全対策を実施。

（3）対応方針（原案）

事業継続

残区間については、現在の費用便益分析では便益が生じないが、事業全体を一体的に
捉え、残事業の歩行者空間の整備等を継続することが適切である。
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